
知財を活用した高専と企業との連携促進

・大型研究における大学・大企業を中心とするオープンイノベーションの流れと棲み分け※

・中小企業との小口の研究をとおして企業からの資金や人材の獲得に繋げる

職務発明の機構の審査について
省略可能とする契約を

現場校が選択可能とするシステム（制度，契約書ひな形）づくり

大学や大学院とは異なる高専の研究と支援体制
・大掛かりなTLOを抱える余裕はない

・実用を念頭に置いた開発型の応用研究が多くを占める
・地元の中小企業との小口の共同研究は地域からの期待も大きい

↓

求められる高専独自のマネジメントとは？

【１．小規模高専における産学連携活動活性化の要点】

・企業からの資金や人材の受入れによる研究リソースの増強
・共同研究下の職務発明に関わる知財マネジメント負荷を軽減

・企業側の知財管理者に与えるプレッシャの軽減

※ オープンイノベーションは情報のアウトバウンド／インバウンドや人材のスピンアウトまで許容することが前提．
高専では課題が大きく高専おけるオープンイノベーションは契約で限定されたコンソーシアム型に収束している．

【３．提案； 職務発明を企業に譲渡しやすくする契約書ひな形の導入】

【２．高専型知財マネジメント（「四国モデル」）のイメージ】

・高専の現場は何かと忙しい
・連携先の企業側にバックグランドがあることが多い
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オーガナイザー；
関丈夫（香川高専），中井博（日本弁理士会四国会），大根田浩久（弓削商船高専）

代表オーガナイザー；
筒井壽博（弓削商船高専）

～ 「四国モデル」の構築に向けて ～


